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南部裂織のように…
地域の特色を生かし
新たなひとつの圏域を紡ぐ

定住自立圏構想
２市７町１村。伝統工芸から学ぶ新しい連携のカタチ

十和田市と三沢市―共同中心市・２市長が定住自立圏にかける想い

多様な特色を認め合い、尊重しながら紡ぐ

南部裂織のような圏域へ

小山田 久十和田市長

美しい郷土に生まれ生きる人々の

生活を守ることが最大の使命

種市 一正 三沢市長

進む人口減少
少子高齢化の
流れに向かい合う

中心市（十和田市、三沢市）と周辺町村が１対１で協定を締結



面積　約 2,328 ㎢
人口　約 21万７千人
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上十三・十和田湖広域定住自立圏 市町村名

市町村章

六ヶ所村

三沢市

おいらせ町

六戸町

十和田市

小坂町秋田県

七戸町

東北町

野辺地町

横浜町

県境を越えて締結
細越 満 秋田県小坂町長

▲共同中心市・２市長と固く握手を交わした

東北全体の観光振興につながるものと期待

▲調印した協定書を掲げる、上十三・十和田湖広域定住自立圏の市町村長
　（写真左から）おいらせ町、東北町、六戸町、野辺地町、十和田市、三沢市、七戸町、横浜町、六ヶ所村、秋田県小坂町

定住自立圏
　形成協定
　　を締結

２市７町１村
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政策分野・連携施策 取組内容

医療
地域医療
ネットワー
クの充実

福祉

子育て支援
の充実

認定審査会
業務の連携

教育

図書館の
相互利用の
促進

生涯学習情
報の提供

英語教育の
充実

産業振興

広域観光の
推進

特産品の
販路拡大

防災
・消防

防災

消防

政策分野・連携施策 取組内容

地域公共交通

インフラ整備に関する
要望活動など

公共施設の相互利用

文化・芸術
美術館や記念
館の企画展な
どの充実

圏域内の
交流促進

各種イベン
ト情報等の
共有・活用

政策分野・連携施策 取組内容

人材育成

●
特
集

　
　

定
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想　
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共生ビジョン、
策定へ

定住自立圏構想の制度概要
　日本は、人口減少社会に突入し、少子高齢化が急速に進んでいます。今後、三大都市圏を除いた地方圏では特に
大きく人口が減少していくと予想されます。こうした地域を取り巻く課題や環境変化に対応するため、提唱された
新たな取り組みが「定住自立圏構想」です。

■地方圏の厳しい現状

人口減少

少子高齢化

総人口は約 13％減少見込み
（約12,776 万人→約 11,068 万人）

年少人口は約 40％減少見込み
（約1,759 万人→約 1,051 万人）

高齢者人口は約 45％増加見込み
（約2,576 万人→約 3,725 万人）

大都市圏への
人口偏在

三大都市圏 約5,323 万人 約 6,418 万人 約 5,888 万人

地方圏

（＋1,095 万人） （▲ 530万人）

約 5,871 万人 約 6,358 万人 約 5,180 万人（＋ 487万人） （▲ 1,178 万人）

1975 年 2005 年 2035 年

（2005 年→ 2035 年）

中心市と周辺町村が１対１で結ぶ
協定を重ねて作る圏域。中心市と
同じ政策分野に取り組む周辺町村
が連携して事業を行います。
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地域公共交通地域公共交通
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上十三・十和田湖広域定住自立圏形成の歩みと予定の概略上十三・十和田湖広域定住自立圏形成の歩みと予定の概略
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▲圏域の結び付きのイメージ

結びつきやネットワークの強化 生活機能の強化

圏域マネジメント能力の強化




